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オバマケア代替法案はなぜ成立しないのか 
混迷する議論の整理と、政治的背景 

経済調査部 

研究員 石橋 未来 

[要約] 

 2017 年 5 月に下院を通過したオバマケア代替法案は、上院での採決を前に修正が加え

られたが、共和党内の票がまとまらず否決された。そこで、まずオバマケアの廃止法案

を成立させようと採決が行われたが、この廃止法案も否決される。7月末には、オバマ

ケアの大部分を残し、一部を修正しただけにすぎない「スキニー撤廃法案」も否決され

るなど、オバマケア代替法案の上院通過は不透明となっている。 

 このように、オバマケア代替法案を巡り、上下両院で共和党内の党派対立が激化してい

る。上下両院で共和党が過半数を確保しているにもかかわらず、なぜ党内の調整が難航

しているのかについて、政治的な背景も含めて現状の議論を整理したい。 

 米国の医療制度改革は、連邦政府による市民生活への介入を容認するのか、または市場

メカニズムに委ねるのか、というアメリカの国家像を巡る政治問題とも重なるため、コ

ンセンサスが得られにくく、改革を進めるのは容易ではないと言える。 

 トランプ大統領は、オバマケア代替法案の成立によって浮いた財源を法人減税などの税

制改革に充てる計画を示していただけに、財源不足によって減税等の実現が不透明とな

れば、2018 年に控える議会中間選挙への影響は必至と言える。共和党内の抵抗勢力を

どこまでまとめ上げることができるのか、トランプ大統領の手腕が問われている。 
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オバマケア代替法案はなぜ成立しないのか 

オバマケア代替法案を巡って上下両院で共和党内の党派対立が激化している。トランプ大統

領就任以来、最優先課題として取り組んできたオバマケアの代替法案成立の遅れは、求心力の

強化に腐心するトランプ政権の苦境を露呈するかたちとなり、夏季休会（～9月 4日まで）明け

に本格化する債務上限の引き上げや、税制改革の議論への影響も懸念されている。上下両院で

共和党が過半数を確保しているにもかかわらず、なぜ党内の調整が難航しているのかについて、

政治的な背景も含めて現状の議論を整理したい。 

 

「アメリカン・ヘルスケア・アクト（AHCA）」は一度撤回の後、下院を通過 

2016 年秋に選出された共和党のトランプ大統領は、就任直後からオバマケアの撤廃と新たな

ヘルスケアプランへの置き換え（repeal and replace Obamacare）を優先課題としてきた。オ

バマケアによって、医療保険への加入が義務付けられるなど連邦政府の過剰介入が指摘されて

いたほか、保険会社の保険金支払いの急増による保険料の高騰、政府の財政負担の増加などが

問題となっていたためである。 

3月 6日、下院共和党は、オバマケアの代替法案である「アメリカン・ヘルスケア・アクト(AHCA: 

American Health Care Act of 2017)」を発表している。 

 

図表１ オバマケアと代替法案「アメリカン・ヘルスケア・アクト」の違い 

 
（出所）各種報道より大和総研作成 

個人及び雇用主の医療保険加入義務付け、
未加入者に対しては罰金を設定

所得に基づく保険料補助
メディケイド適用範囲を拡大し、州政府の負担を連邦政府が支援
高齢者向け保険料を若い人の3倍までに制限
医療貯蓄口座(Health Savings Accounts) の年間上限額は、
個人3,400ドル、家族6,750ドル
保険会社に基本的医療給付10項目を推奨
26歳までの子を親が加入する保険対象に含める措置
既往症を理由とした保険加入拒否の禁止
保険適用の年間上限額や生涯上限額の設定を禁止

下院可決時

変更
個人及び雇用主の医療保険加入義務付け、罰金を廃止
（63日間医療保険に加入していなかった人が新たに加入する場合は、
3割の割増料の請求が可能）

変更 年齢による税額控除に変更
変更 メディケイド向け一括補助金を各州に交付し、州政府に権限委譲
変更 高齢者向け保険料を若い人の5倍にまで引き上げ可能 →州ごとに判断
変更 医療貯蓄口座(Health Savings Accounts) の上限額を約2倍に拡大
変更 基本的医療給付のうち、精神疾患、薬物治療は除外可能 →州ごとに判断
維持 26歳までの子を親が加入する保険対象に含める措置
維持 既往症を理由とした保険加入拒否の禁止 →州ごとに判断
維持 保険適用の年間上限額や生涯上限額の設定を禁止 →あいまい

アメリカン・ヘルスケア・アクト（3月時点）

オバマケア
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「アメリカン・ヘルスケア・アクト」の主な内容は、図表１の通りである。オバマケアで規定

された個人や企業の保険加入の義務付けを廃止する一方、既往症を理由とした保険加入の拒否

を禁止するなどの条項は維持されている。トランプ大統領は、オバマ前政権下で拡大していた

政府の役割を縮小して、市場を重視した医療への移行を目指すという共和党の考えを重視する

一方、2016年の大統領選中にはユニバーサルカバレッジ 1の必要性についても言及していた。つ

まり、政府の関与を減らしつつも、オバマケアの一部を残すことで、すべての人が基本的な医

療サービスに、支払い可能な費用でアクセスできる仕組みを模索していたと言える。 

しかしながら、こうしたリベラルな政策に対して、以下で説明するような共和党内の保守強

硬派と呼ばれるグループから異論が噴出しただけでなく、無保険者の増加を懸念する穏健派の

議員からの反対の声も小さくなかった。そのため、代替法案「アメリカン・ヘルスケア・アク

ト」は一度撤回されている。 

5月 4日の下院採決時には、既往症のある加入希望者に対して、保険会社が割増保険料を請求

することを含むいくつかの条項について、州ごとに判断できるよう変更するなど、州政府の権

限が維持されるかたちに修正されたことで（「アメリカン・ヘルスケア・アクト（AHCA 2.0）」）

かろうじて可決された（賛成 217、反対 213）。 

 

共和党内の新勢力「フリーダム・コーカス」 

下院通過後も共和党内の党派対立が継続するが、その流れを追う前に、民主党と共和党、ま

た共和党内で存在感を増す新勢力が、どのような考えを支持しているのかを再確認したい（図

表２）。 

 

図表２ 民主党と共和党、共和党内の主な党派のイデオロギー 

 
（出所）各種資料より大和総研作成 

 

大きな政府を容認する民主党は、連邦政府が保険者となり、保険料や給付内容についても直

接関与する公的医療保険を、オンラインの医療保険市場「エクスチェンジ」で選択可能とす

るパブリックオプションの創設を主張している。それによって、民間保険会社の寡占状態を解

                                 
1 皆保険制度のように、すべての人が基本的な医療サービスを支払い可能な費用でアクセスできること。 

民主党 共和党

自由主義、リベラル思想。
政府が企業活動や市場を規制し、市民生活に積極的
にかかわっていくなど、「大きな政府」を容認。
経済・社会政策における再分配政策を重視。

保守主義、キリスト教主義。
政府は小さくあるべきで、市民生活に関与すべきでな
い、と主張。
減税、規制緩和、民営化を推進する傾向。

共和党穏健派 共和党保守派（保守強硬派）

社会政策、外交・安全保障政策の分野ではリベラル。
一方、経済政策については保守的。
【オバマケア】多くの無保険者を生み出す代替法案で
は支持が得られないと主張。

「小さな政府」を目指し、減税や規制緩和に賛成。
フリーダム・コーカス（自由議員連盟）が有名。
【オバマケア】政府補助金を減税などの財源に回すた
め、オバマケアを完全撤廃すべきだと主張。
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消し 2、保険会社間の価格競争やサービスの質の改善、個人の選択肢の拡大に結びつくと期待し

ているためである。 

一方、共和党は小さな政府を目指し、連邦政府が罰金を課してまで加入を強制するオバマケ

アは、建国の理念である自由の精神に反すると批判している。ただし、共和党の中でも穏健派

は、経済政策については市場メカニズムに任せるべきと考える傾向が強いものの、社会政策や

外交・安全保障政策についてはリベラルな考えを支持している議員が多い。そのため、多くの

無保険者を生み出す代替法案では支持が得られないと主張している。 

共和党の中でも、近年、存在感を増しているのは、保守系の市民運動である草の根の「ティ

ーパーティー（茶会運動）」に連なる総勢 30～40人の「フリーダム・コーカス（自由議員連盟）」

と呼ばれる保守強硬派の議員である。保守強硬派は、個人の権利を守る自由放任こそが最も望

ましいと考え、減税及び財政規律が重要と主張している。学者やシンクタンクへの多額な寄付

や献金を通じて、保守派の利益を推し進める市場メカニズムを重視した政策が、有権者に伝わ

るような基盤を整備してきた。現在は、米議会での共和党の躍進を支えてきた「ティーパーテ

ィー」や「フリーダム・コーカス」の発言が、政策動向に強い影響力を持つようになっている。

今回のオバマケア代替法案を巡る採決においても、結束して票を動かし通過を左右している。 

このように、オバマケア代替法案は議会で過半数を確保する共和党寄りのものであるにもか

かわらず、その共和党内で穏健派と保守派が割れていて一枚岩となっていないため、政治的に

代替法案が成立しにくい状況なのである。 

 

夏季休会前の法案成立には至らず、上院通過はいまだ不透明 

5 月 4 日に僅差で可決され下院を通過した「アメリカン・ヘルスケア・アクト（AHCA 2.0）」

について、連邦議会予算局（CBO）は、この代替法案によって無保険者が今後 10 年間（2017 年

～2026 年）で 2,300万人増加（合計 5,100万人）するとの試算を公表している 3。これに対して

無保険者の増加を懸念する共和党穏健派と、オバマケアの完全廃止を訴える同保守派の双方が

反発。上院での可決を目指すには、法案のさらなる修正を余儀なくされた。 

6 月 22 日、オバマケアによって強化されてきたメディケイドの段階的な縮小、個人の保険加

入義務付けを廃止する一方、未加入の期間が 63日以上続いた人が医療保険に新規加入する場合

に半年間の待機期間を設けること、また基礎的医療給付を各州に委任するなどの内容の「トラ

ンプケア 3.0（BCRA: Better Care Reconciliation Act of 2017）」を発表。しかし、低中所得

                                 
2 エクスチェンジを通じて個人向け医療保険の販売を行っているカウンティ（州の下にある行政単位）のうち、

保険会社 1～3社の選択肢しか提供できていないカウンティの割合が 2015年の 57％から、2016年には 67％に増

加しているなど（The Henry J. Kaiser Family Foundation [2015], “Analysis of Insurer Participation in 

2016 Marketplaces”） 、医療保険市場の大半が数社の民間保険会社に寡占されている点も保険料高騰の理由

として挙げられている。 
3 Congressional Budget Office [2017a], “H.R. 1628 American Health Care Act of 2017” 

 https://www.cbo.gov/publication/52752 

https://www.cbo.gov/publication/52752
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層の負担増を懸念する穏健派はもちろん、オバマケアの完全撤廃を主張する保守派が反発。 

7 月 13 日には、保険会社が既往症の人の保険加入を拒否することや、保険料の割増請求をす

ることを再度認めるなど法案を修正したが（「トランプケア 3.0（BCRA 2.0）」）、7 月 25 日の採

決で否決されている（賛成 43、反対 57）。そこで、7 月 26 日にはオバマケアの主要な条項をま

ず撤廃し、代替法案については 2 年程度の時間をかけて検討するとした廃止法案（ORRA: 

Obamacare Repeal Reconciliation Act of 2017）を採決するが、この廃止法案も否決（賛成 45、

反対 55）。最終的には 7 月 28日、オバマケアの大部分を残し、個人や企業の保険加入の義務付

けを廃止するなど、一部を修正しただけにすぎない「スキニー撤廃法案（HCFA: Health Care 

Freedom Act of 2017）」と呼ばれる代替法案が採決されたが、否決されている（賛成 49、反対

51）。オバマケア代替法案は、上院通過のめどが立たないまま夏季休会入りとなった。 

 

米国の医療制度改革は、連邦政府のあり方を巡る議論と重なるため複雑 

上下両院で共和党が過半数を確保し、さらにホワイトハウスとのねじれも解消しているにも

かかわらず、なぜ医療保険制度一つを巡ってこのような混乱が生じているのかという点だが、

こうした混乱を理解するために、過去の政治動向 4を振り返る必要があるだろう。 

1932 年、民主党からフランクリン・ルーズベルト（在任 1933 年～1945 年）が大統領に当選

している。それまでは、市場メカニズムに任せておけば神の見えざる手が働き、経済は自然に

回復すると考えられていた。しかし、大恐慌に端を発した長引く不況に対し、その理論が通じ

ないことが明らかとなると、ルーズベルトは失業対策として一連のニューディール政策を実施

し、連邦政府が経済や社会へも積極的に介入する方針に舵を切る。年金や失業保険などの社会

保障分野に関する政策についても、各州の自治が尊重され州政府の管轄とされてきたが、大統

領が強いリーダーシップを発揮し、連邦政府が役割を拡大することが重要との認識が広まった。 

結果的に、経済は徐々に回復していった。ハリー・S・トルーマン（在任 1945 年～1953 年）、

ジョン・F・ケネディ（在任 1961年～1963年）、リンドン・ジョンソン（在任 1963年～1969年）

などの民主党大統領はルーズベルトの手法を踏襲し、連邦政府による社会保障制度の一層の充

実を試みている。1965年には、公的医療保険制度であるメディケア（高齢者および障害者向け）

とメディケイド（低所得者向け）が成立している。米議会もほとんどの時期において民主党が

多数派だったため、連邦政府、さらに大統領自身のリーダーシップが強化された。 

しかし 1968 年の大統領選で、共和党のリチャード・ニクソン（在任 1969年～1974 年）が当

選した頃から流れが変わる。ケネディ、ジョンソンなどが、連邦政府による貧困対策や黒人差

別対策を行った結果、貧困問題の一定の改善、法律上の人種統合が図られたものの、現実的に

貧困や人種差別が解消されることがなかったことに対して、失望する人が多かったと言われて

いる。さらに、追い打ちをかけたのがベトナム戦争の泥沼化である。これまでのリベラル色の

                                 
4 山岸敬和[2014]『アメリカ医療制度の政治史 20世紀の経験とオバマケア』（名古屋大学出版会) 
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強い政策に対して、不安を覚えたサイレントマジョリティが、共和党のニクソン大統領を誕生

させるほどの大きな勢力となっていた。 

続く共和党ロナルド・レーガン（在任 1981 年～1989 年）は、「小さな連邦政府」を標榜し、

政府の権限を縮小する方針を一層推進させた。大幅減税や規制緩和などを実施することで、深

刻化していたスタグフレーションを克服し、経済成長の回復を軌道に乗せた。その後もアメリ

カ国内政策の保守化は続き、1994 年議会選挙（民主党クリントン政権）で、共和党が上下両院

において多数派となる。共和党議会では、拡大した連邦政府の権限の大幅な見直しが行われ、

福祉プログラムなどの州政府への権限移譲がさらに進められた。 

しかしながら、この流れも持続しなかった。2001 年 9 月に発生した同時多発テロ事件に続く

イラク戦争や、サブプライムローンに端を発した世界同時不況などが断続的に発生したジョー

ジ・W・ブッシュ政権（在任 2001年～2009年）の頃には、二つの方面から批判が目立ち始める。

一つは、所得格差の拡大によって没落した中間層の復活のためには、連邦政府の積極的な関与

をより強化するべき、というリベラルな考えであり、もう一つは、レーガンから始まった自由

主義経済政策の流れを一層徹底すべき、との保守的な考えである。 

2008 年の大統領選が盛り上がった背景には、バラク・オバマ（在任 2009 年～2017 年）自身

の注目度もあったが、既存体制の打破を期待する米国民の声が高まっていたことがある。結果

的に、「チェンジ」をスローガンに掲げた民主党のオバマ氏が、共和党大統領候補ジョン・マケ

イン氏を抑え政権を握った。オバマ前大統領は、不安定な医療保険システムが社会不安を招く

として、皆保険を目指す医療保険制度改革を重要課題としていた。医療保険の加入は米国民の

基本的な権利の一つであり、それを達成するためには連邦政府の権限を強化するべきと主張し

た。しかしながら、そのオバマケアについては、成立当初から反対派が賛成派を上回るなど、

現在でも国民の間で意見のばらつきが目立っている（図表３）。 

このように米国の医療制度改革は、連邦政府による市民生活への介入を容認するのか、また

は市場メカニズムに委ねるのか、というアメリカの国家像を巡る各種政治問題とも重なるため、

コンセンサスが得られにくく、改革を進めるのは容易ではないと言える。 

図表３ オバマケアに対する支持率の推移 

 
（出所）REAL CLEAR POLITICSより大和総研 NYリサーチセンター作成 

30

35

40

45

50

55

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

（％）

（年）

反対

賛成



 
7 / 9 

 

大統領選での公約の実現性が 2018 年中間選挙に大きく影響する 

米国の財政赤字は 2027 年度までに 1.5 兆ドルに達すると見込まれている（図表４）。夏季休

会の直前に提出された「スキニー撤廃案」によって、今後 10 年間（2017 年度～2026 年度）の

米財政赤字への影響は 1,788 億ドルの削減にとどまる、と CBO は 7 月末に試算している。これ

は、最も財政赤字の削減額が大きかったオバマケア廃止法案（ORRA）の 4,734 億ドルの 4 割程

度である（図表５）。 

 

図表４ 米国の財政赤字と債務残高対 GDP比 

 
（注）債務残高は、連邦政府の「市中保有分」（連邦政府における全債務残高から、政府内保有分を差し引いた

もの）。 

（出所）Congressional Budget Office[2017b], “Federal Debt and the Statutory Limit, June 2017”より

大和総研作成 

 

図表５ オバマケア代替法案による財政赤字への影響 

 
（出所）Congressional Budget Office [2017a]より大和総研作成 
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トランプ大統領は、法案成立によって浮いた財源を法人減税などの税制改革に充てる計画を

示していただけに、財源不足による税制改革やインフラ投資の遅れも懸念される。公約に掲げ

ていた減税等の実現が不透明となれば、支持者の離反に直結しよう。 

2018 年には議会中間選挙が控える（図表６）。議会の上下両院で共和党が過半数を占めながら

決められない政治が続けば、トランプ大統領自身の政策実行力が疑問視されるだけでなく、法

案を通せない議会共和党に対しても批判が集まり、中間選挙への影響は必至と言える。 

しかしながら、所得格差の拡大が続く米国において、何らかの再分配政策を図らなければ、

米社会の混迷は一層深刻化することも懸念される。共和党内の抵抗勢力をどこまでまとめ上げ

ることができるのか、トランプ大統領の手腕が問われている。 

 

図表６ オバマケアを巡る近年の動きと今後の政治日程 

 
（出所）各種報道より大和総研作成 
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数・時間が３分の１、費用半減で３位は射程圏内に」2016年 12月 27日 

・ No.54 石橋未来「オバマケアはどう変わるか？－米国医療制度の転換となるか、トランプ氏の本
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を実現するために」2016年 9月 23日 
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